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研究成果の概要（和文）：本研究の対象は、公益性志向経営(事業経営)の典型と考えられる≪原

子力発電企業≫である。そこには、「電力自由化」時代を迎え、私益性(経済性)の追求と公益性

の追求との間で動揺する対象企業があった。対象企業の社会的責任と公益性志向経営の研究を、

哲学的･理論的および実証的に行った。その過程で、組織と社会との間にある「安全／安心」に

対する意識のギャップを把握し、それが事故や不祥事として顕在化してくる組織化過程を理解す

るとともに、その解決のための理論的基盤を探り、実際の企業への適用可能性を考察した。 

 

 
研究成果の概要（英文）：This study considers "nuclear power generation corporation" re-

garded as a model of public interest-oriented management (business management). The 

nuclear power generation corporation enters upon the era of "Deregulation of Retail Elec-

tricity Sales" and embodies conflict between the pursuit of private interest-oriented 

(economy) and public interest-oriented. We studied such a corporate social responsibility 

and public interest-oriented management from a philosophical, theoretical and empirical 

point of view. As a result, we concluded that there is a gap in the consciousness of "the se-

curity / relief" between an organization and society. We considered what such a gap brought. 

The following materials considered the consequences of such a gap. 
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はほど遠い現状が垣間見えていた。一方では、

「電力自由化」時代を迎え、原子力発電企業

も私益性(経済性)の追求と公益性の追求と

の間で揺れ動いている。他方では、近年の環

境問題への関心の高まりに伴って、原子力発

電への関心も高まってきていた。その意味で

は、今後ますます原子力発電企業の経営のあ

り方が問われると思われた。しかしながら、

このような公益性志向経営に関する研究は

いまだ十分とはいえない。そのため、本研究

では現在の原子力発電企業の実態に鑑み、研

究を進展させていくことを目的とした。 

 

２．研究の目的 

申請者(研究代表者･小笠原)は、長年、公

益性志向経営(事業経営)の可能性をめぐっ

て経営学的経営哲学研究を行ってきた。本研

究は、この公益性志向経営を理論的に発展さ

せるとともに、実際の企業に対し綿密な調査

を行うことで実証的に発展させることも目

指した。具体的には、公益性志向経営の典型

と考えられる≪原子力発電企業≫を対象と

し、その社会的責任と公益性志向経営の研究

を行い、組織と社会とのギャップの把握、事

故や不祥事を引き起こす組織化過程を理解

するとともに、それらを解決するための理論

的基盤を探り、実際の企業への適用可能性に

ついて考察することが本研究の課題である。 

 

３．研究の方法 

本研究は、CSR（企業の社会的責任）論を

はじめとする経営倫理に関する諸研究、

HRO(High Reliability Organization;高信頼

性組織)をはじめとするオペレーションの安

全性に関する研究、この 2 点の学術的背景に

基づき調査研究を行った。 

このような 2つの視点から本研究を遂行す

る理由としては、CSR 論や経営倫理学はその

性格上組織全体を主導する理念的･規範的側

面に光を当てており、他方、近年台頭してき

た HRO 研究は、なぜ･どのように組織が事故

や不祥事を引き起こすのかということに関

して、現場作業レベルの地道な実証研究を旨

としていることに由来する。 

HRO研究からCSR論や経営倫理学を見直

せば、そうした理念や規範的要素がどの程度

まで現場作業レベルにまで具体的に浸透し、

実現されているかを問うことができる。ま

た、CSR 論や経営倫理学から HRO 研究を

見直せば、組織が事故や不祥事を引き起こす

組織全体について考察可能となる。 

 

４．研究成果 

（１）全体総括 

本研究の主題は、ともすれば対象の現象的

取り扱いとある種の実態調査から一定の実

践的方策を導出する趣旨のものと捉えられ

がちである。しかし本研究は、経営学の「哲

学的アプローチ」の立場から「原子力発電企

業の事業経営」なるものの基本的原理を探究

しようとするために、本研究の主題に対する

接近としては極めて迂回的な作業となるこ

とを免れない。 

それは第１に、発電事業という公益事業が

私企業によって経営されるという企業形態

における「公と私」の問題を内包するからで

ある。雑誌論文⑩は、この問題を〔公共性－

共同性－私性〕の三元的統一として論じた。

次に、事業経営の基本原理を「責任経営」と

読み解く組織－管理学パラダイムの古典は

バーナード理論であるが、研究代表者・小笠

原は経営学史学会叢書第 3 巻『バーナード』

の執筆陣に参加した機会にあらためてバー

ナードの主著『経営者の役割』のテキスト･

クリティークに取り組み、その管理責任論の

普遍的意義を再確認した（図書④）。さらに、

事業経営の三元的統一原理（〔公共性-共同性-

私性〕）を経営理念として具体化する経営者

職能について、マネジメントにおけるその独

自性をあらためて強調した（図書②）。 

そして、2011 年 3 月 11 日「東日本大震災」

はそれ以前とそれ以後を峻別せざるを得な

い画期となった。（本研究にとっても２年目

の最終段階で発生した「フクシマ原発災害」

は、研究テーマそのものに直接関わるもので

あっただけに、偶然とはいえ本研究計画の予

見性に粛然たる思いを持った。）申請者にと

り、3.11 の以前と以後に分かれるものは、産

業文明の哲学である。具体的には経営者哲学

の如何であり、理論的にはいわゆるモダニズ

ムとポスト･モダニズムの対立問題である。

前者については、経営者の価値･理念創造職

能の実質が問われる時代となったことを説

き（学会発表①）、後者については現代の科

学･哲学思潮を二分するモダン思想とポス

ト･モダン思想の双方の有効性と限界を丹念

に再検討すべき点を強調した（学会発表②）。 

 

（２）経営倫理に関する諸研究 

 CSR 研究は、こんにちまでに多様な展開を

示しているが、その基礎的概念に関する統一

的理解には至っていない。また、経営倫理学

の展開に関しても、同様である。 

 そこに共通する問題は、典型的には「営利

性－社会性」といった二項対立や、近代的自

我観に立脚し、そこを基点に倫理・責任問題



 

 

を展開するといった「具体性置き違いの誤

謬」である。それは、本来、企業などの協働

システムに潜在する多様な意味（自然の意味、

社会的な意味、諸個人の意味）を極端なまで

に単純化し、特定の側面を過度に強調してい

るにもかかわらず、それをあたかも「現実」

であるかのように見誤る問題である。 

 これまでの経営学の主潮流は、協働システ

ムに潜在する多様な意味を無視あるいは軽

視し、「組織の意味」の優越を招き、結果と

して、「組織の意味」とその他の多様な意味

との間の不調和を惹起してきた。「責任

responsibility」とは「応答可能性 response + 

ability」である。経営学の主潮流は、「組織

目的の達成」という特定の呼びかけへの応答

可能性の向上を目指すばかりに、自然や社会、

諸個人からの呼びかけを無視あるいは軽視

することとなった。それらが、公害問題・自

然環境破壊、消費者保護運動や企業の社会的

責任問題、諸個人の疎外問題を惹起すること

に繋がったのである。 

 こうした理論的考察を、バーナード理論に

遡って行い、その新たな展開を目指した。そ

れがひいては、「従来の環境経営論」が想定

する自然環境を超え、組織と多様な環境（以

下の図を参照）との間の応答可能性を組み込

んだ「責任経営」を実現する「新たな環境経

営論」の可能性を拓くものとなっている（雑

誌論文②）。 

図 企業などの協働システム 

 

（３）HRO 研究 

本研究では HRO 研究の観点から、「組織全

体として、事故や不祥事を引き起こすあるい

は未然に防ぐ組織要因はどのようになって

いるか」という課題を設定し、考察した。 

 本研究ではこの課題に対し、事故等を未然

に防ぐ組織、すなわち HRO に関して、(1)理

論的考察と、(2)実際の企業に対する調査の観

点から考察を行った。(1)に関しては、Weick 

and Sutcliffe(2001)に代表される研究のほか、

国内で HRO に関して精力的に研究を行って

いる中西(2007)や谷口(2008)などの検討を行

った。また(2)については、原子力発電企業に

対し、HRO の視点から聞き取り調査を行っ

たほか、原子力発電企業と同様に高い信頼性

に基づいたオペレーションを実施すること

を課せられているインターネット・セキュリ

ティ・オペレーションの従事者および管理者

に対して聞き取り調査および質問紙調査を

行っている。なお、雑誌論文⑦や⑳などで、

これらの研究成果を示している。 

研究分担者（高木）は、国内 HRO 研究に

関して初めてとなる質問紙調査を行ってお

り、積極的に研究論文を投稿し、また学会発

表を行っている。さらに、企業のオペレータ

ー、管理者に対しても調査結果を公表するた

めに講演会や企業内研究会などを実施して

いる。また、日本における HRO 研究の現状

について、海外での発表も多数行っている。 

 

（４）組織およびそれを取り巻く環境要因 

①組織と環境とのコミュニケーション 

ここでの問題は、（ⅰ）環境をどのように

捉えるか、（ⅱ）環境コミュニケーションを

どう考えるか、である。 

（ⅰ）については、環境を組織の外部環境

（例えばタスク環境＋一般環境）と捉え、そ

こでの関係の構築を論じるものが組織論を

中心にみられる。また一方で、「環境＝地球

環境」と捉え、組織の環境保全活動をどのよ

うに発展させ、同時に利害関係者との関係構

築に生かすかを論じるものがある。本研究で

は組織論を中心とした前者と、環境保護思想

である後者の接合を試みる論文を発表する

などし、「環境」という概念を捉えるための

理論的考察を行った。 

（ⅱ）については、ISO14063、および

JISQ14063 による定義がある。これは、「環

境に関する課題、側面およびパフォーマンス

についての理解の共有を促進するために、情

報を提供および入手し、ならびに内部および

外部の利害関係者との対話にかかわる、組織

が実行するプロセス」とされる。これは、そ

れぞれの組織が利害関係者から環境保全に

関する情報を伝えたり得たりしながら、その

反応や意見を理解し、環境に関する重要な事

柄を対話によってともに理解し合い、互いの

信頼関係を確実にしつつ組織の持続的成長

に役立たせるための計画的な管理活動を示

すものといえる。しかしながら、そこでの信

頼関係の構築や対話とはどのようなことを



 

 

意味するのかが不明確であり、充分な概念枠

組みとなっていないため、濱口恵俊の間人主

義の概念を援用しつつ、環境コミュニケーシ

ョンの在り方を捉えるためのフレームワー

クを提案するなどした。 

②組織の内部統制 

本研究の対象とする原子力発電企業の内

部統制に関して、主に以下の三つの点につい

て研究を行った。 

一つは、内部統制報告の意義である。本研

究を通じて、内部統制報告が、経営者の会計

責任に基づく会計行為として捉えられるこ

とが明らかにされた（雑誌論文①）。 

二つ目は、内部統制評価の方法である。内

部統制報告制度は、経営者に内部統制評価を

求めているが、その実践の方法は未成熟であ

る。本研究を通じて、内部統制報告基準が求

めるトップダウン型リスク・アプローチに基

づく評価や全社的な内部統制の評価の技術

上の課題が明らかにされ、それらの評価方法

に関する仮説が提示された（雑誌論文⑬⑲）。 

最後に、内部統制報告の事業経営への貢献

の可能性である。本研究を通じて、調査対象

とした原子力発電企業の経営においても内

部統制が注目され、経営への活用に向けた取

り組みが始められていると同時に、そこで用

いられている内部統制概念はきわめてあい

まいであり、また経営への貢献の方法も十分

に確立されていないことが明らかとなった。 

③IT ガバナンスに見るシステム障害 

本研究では、原子力発電企業の IT ガバナ

ンスを解明する前提として、わが国の一般企

業におけるシステム障害から IT ガバナンス

の現状と展開を検証してきた。 

わが国の多くの企業のシステム障害は、

1960 年代のコンピュータ導入時よりその大

小に関わらず日常的に発生しており、わが国

のシステムの歴史は障害の歴史ともいえる。

経営者らは、システム障害の詳細を詳らかに

せず、前例として活かせなかった。それは、

経営者らが、その責任を担当者に負わせ、自

らの責任として認識できなかった、つまり経

営者らは、情報に対するガバナンスを持ち得

なかったことを意味する。 

そういった流れを受け、2006 年の商法改

正を機に、わが国の企業では CIO（Chief 

Information Officer、最高情報責任者）の設

置が許された。しかし、多くの CIO は充て職

であり、経営者の IT ガバナンスへの消極性

は依然として変わってはいない。 

一方、原子力発電企業では、過去において

発生した様々な障害の事例を各企業で共有

し、安全対策を徹底してきた嫌いがある。そ

の点で、わが国のどの企業組織よりも原子力

発電企業は、IT ガバナンスを重視してきたと

いえよう。しかし、東日本大震災による福島

原発事故から、「想定外」の危機的状況下に

あって、原子力発電企業である東京電力は、

経営トップと担当者とで迷走してしまった。

ただ、ここには政治的な決定も加わり、一概

に東京電力の IT ガバナンスにのみ問題があ

ったとは言い難い。その意味で、今後、原子

力発電企業の「想定外」の危機下での IT ガ

バナンスについて研究を継続していくこと

を通じて、IT ガバナンスの在り方を問い直し

ていく予定である。 

 

（５）今後の課題 

第１に、CSR 論および経営倫理学に関する

研究から、協働システムに潜在する多様な呼

びかけに対して如何に応答するかという「責

任経営」の理論枠組みの精緻化およびその実

証的研究が、今後の課題である。こうした課

題に応えるために、「環境経営論」の更なる

精緻化が求められる。 

第２に、HRO 研究はまだ緒についたばか

りであるため、理論的な修正が今後必要にな

ってくる。しかしながら裏を返せば、今後の

HRO 研究の発展可能性の余地が十分に残っ

ているとも言える。今後は、さらなる調査と

ともに、その調査の知見から積極的に理論的

フレームワークを改善することが必要とな

ろう。また、各企業および業界ごとに特性は

異なっており、それぞれに適した組織形態お

よびオペレーションが存在するであろう。そ

のため、それぞれの業界に共通する HRO 特

性とともに、独自性も検討することが今後求

められるであろう。 

第３に、組織と環境とのコミュニケーショ

ンに関して、「原子力発電企業」について充

分な分析ができたとは云えない。「フクシマ

原発災害」の事例からも解るように、われわ

れが当初想定していたよりも、より広範囲に

わたる環境コミュニケーションを検討する

必要がある。これは、内部統制に関しても同

様にあてはまる。 

第４に、IT ガバナンスに見るシステム障害

に関しても、「フクシマ原発災害」の事例に

見られるように、東電本社と福島第一原発の

現場のみならず、その他関係各所との間の情

報の流れや共有の程度など、分析すべきこと

が山積している。 

第 5 に、震災後、電力会社による株式市場

での資金調達が困難になってきている。また、

東京電力をはじめとして、格付機関による格

下げを受けたことから電力債を発行するこ



 

 

とすら出来ない状況である。そのため、電力

会社は、銀行からの融資を拡大させている。

今後の課題として、電力会社は、株主・投資

家の信用力を回復させるための施策が重要

になるであろう。さらに、銀行との関わりに

よって、財務基盤が強化されるのかについて

も検討する必要がある。 

こうした諸課題は、今後の研究（基盤研究

（Ｃ）課題番号：24530416）に引き継がれる。 
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